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“Like other universities and 

research institutes with limited 

financial and human resources, 

Kyoto University has taken 

advantage of the PCT’s simplified 

and cost-effective procedures. 

Using the PCT also gives us more 

time to assess whether we really 

need to patent a given 

technology.”  

“資金的、人的リソースが潤沢とは言い
がたい他の大学や研究機関と同様、京
都大学は、PCTの簡素化された費用効
果の高い手続きを活用しています。 

また、PCTを利用することで、本当に必
要な技術であるかを見極めるための時
間的な猶予が与えられることは大きな
メリットです。” 

(山中伸弥 教授) 

http://www.wipo.int/wipo_magazine/en/2015/04/article_0002.html 
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“Every start-up has limited funds 

and the PCT is a great mechanism 

for delaying patent filing costs, 

allowing time to test the market 

and overcome any unforeseen 

technical problems. Without the 

PCT, protecting an invention in 

international markets would be a 

high-risk strategy with huge 

upfront costs.”  

“新興企業は資金が限られており、
PCTは特許出願費用を先延ばしでき、
市場を見極め、予期せぬ技術的な問題
を解決するための時間を稼ぐことがで
きる大変重要な制度です。PCTがなけ
れば、国際市場における発明の保護は
多額の初期費用がかかり、リスクの高
い戦略になるでしょう。” 

(Steve Katsaros氏 Nokero社CEO) 

http://www.wipo.int/wipo_magazine/en/2016/01/article_0005.html 
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5 

第1部 PCTの概要・関連統計 
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PCT国際出願の流れ 

特許性に関する
国際予備報告  

(第II章) 

(=国際予備審査
報告（IPER)) 

補充国際調査請求 (任意) * 

(月) 

PCT出願 

12 0 

30 

国際調査報告(ISR)

及び国際調査機関
の見解書(WOISA) 

16 18 

国際公開 

国内/広域/ 

PCT出願/ 

(優先日) 

国内段階移行 

国際事務局によ
る指定/選択官庁
への特許性に関
する国際予備報
告（第I章又は第II

章）の送達 

19 22 28 

19条補正 (任意) 

国際予備審査請求及び 

34条補正 (任意) 

補充国際調査報告 (SISR) 

*補充国際調査請求の期限について、優先日から19ヶ月→22ヶ月に規則改正予定 
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PCT国際出願の流れ 

(月) 

 12 30 16 18 

国際公開 

国内出願 

22 28 0 

出願人 

国際事務局(IB) 

国際調査機関 

(ISA) 
受理官庁 

(RO) 

PCT出願 

国際調査報告 (ISR) 
 

国際調査機関の 

見解書 (WOISA) 

 
19条補正など 

国際予備審査機関
(IPEA) 

(任意) 

国際予備審査請求 

(任意) 

国際予備審査報告 

(IPER) 

 

 

指定官庁
(DO) 

国内移行手続 

国際段階 

国内段階 

(RO/IB, RO/JP, RO/US…) 

(DO/JP, DO/US…) 
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パリルート vs. PCTルート 

0 12 

国内出願 

外国への出願 

(月) 

パリルート 

(月) 

 

 PCT出願 

12 30 

国際調査報告 
及び 

国際調査機関の
見解書 

16 18 

国際公開 

(任意) 

国際予備審査請求 

国内出願 

国内段階移行 

22 28 

(任意) 

国際予備審査報告 

PCTルート 0 

手数料: 
- 翻訳費用 
- 国内官庁への手数料 
- 代理人費用 



9 

パリルート vs. PCTルート 

PCT 

海
外
出
願
件
数

 

パリ   

年 
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PCT締約国（151ヶ国） （2016年10月1日現在） 

＜最近の加盟情報＞ 

・クウェート（2016年6月9日加盟、9月9日発効） 
・ジブチ（2016年6月23日加盟、9月23日発効） 
・カンボジア（2016年9月8日加盟、12月8日発効） 

http://www.wipo.int/pct/ja/pct_contracting_states.html 
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2015年：約218,000件 

前年比：約1.7％増 

PCT Yearly Review: 

http://www.wipo.int/pct/en/activity/ 
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出願人国別PCT国際出願件数*（上位10ヶ国:2015年）  

Source: http://www.wipo.int/pressroom/en/articles/2016/article_0002.html 

*国際出願日に基づく 
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国際出願の主な技術分野（上位5分野：2015） 

Source: http://www.wipo.int/pressroom/en/articles/2016/article_0002.html 
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2015年 PCT出願人 トップ10 

出願人 
2015年の
公開件数 

2014年か
らの増減 

1 Huawei Technologies Co., Ltd. (CN) 3,898 +456 

2 Qualcomm Incorporated (US) 2,442 +33 

3 ZTE Corporation (CN)  2,155 -24 

4 Samsung Electronics Co., Ltd. (KR) 1,683 +302 

5 三菱電機(株) 1,593 0 

6 Telefonaktiebolaget LM Ericsson (PUBL) (SE) 1,481 -31 

7 LG Electronics Inc. 1,457 +319 

8 ソニー(株) 1,381 +399 

9 Koninklijke Philips Electronics N.V. (NL) 1,378 -13 

10 Hewlett Packard Development Company L.P. (US)  1,310 +484 

15 トヨタ自動車(株) 1,214 -164 

16 パナソニックIPマネジメント(株) 1,185 +918 

17 (株)日立製作所 1,165 +169 

19 シャープ(株) 1,073 -154 

21 富士フイルム(株) 947 -125 



16 

2015年 PCT出願人（大学） トップ10 

全体順
位 

出願人(大学) 
2015年の
公開件数 

2014年か
らの増減 

1 (50) University of California (US) 361 -52 

2 (91) Massachusetts Institute of Technology (US) 213 -21 

3 (114) Johns Hopkins University (US) 170 +35 

4 (121) University of Texas System (US) 163 +9 

5 (129) Harvard University (US) 158 +11 

6 (186) University of Michigan (US) 116 +38 

7 (209) University of Florida (US) 108 +27 

8 (220) Tsinghua University (CN) 102 +32 

9 (223) 東京大学  101 +22 

10 (229) Leland Stanford Junior University (US)  99 -14 

16 (297) 京都大学  76 -5 

21 (322) 大阪大学  72 +10 

26 (382) 九州大学  57 -15 

28 (390) 東北大学  56 +1 
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PCTユーザー調査（2015年） 

PCT User Survey: 

http://www.wipo.int/edocs/mdocs/pct/en/pct_wg_9/pct_wg_9_11.pdf 

2015年に第2回PCTユーザー調査を実施： 

 国際事務局（IB）が直接提供するPCTサービスの満足度の調査 

 2008/09年に実施された調査結果との対比 

 WIPO以外の官庁や機関が提供するPCT関連サービスへの満足度調査 
 

本調査は9言語で行われ、1,036者からの回答があり、PCT制度全体に対して高い
満足度が示された（回答者上位：US（17％）、CN（14％）、JP（9％）） 

 WIPOが提供するPCTの情報やサービスに対する全体の満足度は89% 

（2009年比で11%増） 

 WIPOが提供するPCTの研修に対する満足度は90%以上 

 官庁や機関（受理官庁、国際調査機関、国際予備審査機関を含む）の提供する
PCTサービスに対する満足度は83% 

 WIPOウェブサイトのPCT関連箇所、例えばPCT出願人の手引、PCTトレーニン
グ、ePCT、言語に特化したサービス、WIPOへの手数料支払に関する個別の改
善提案が出された 

 

次回調査は2017年に実施予定 
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第2部 PCTのメリット 
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PCTの主なメリット 

PCT締約国（151ヶ国）での出願日の確保 
 

優先日から30ヶ月の国際段階期間の活用 
 

コストの節減 
 

国際段階での一度の手続 
 

ダイレクトPCT出願（優先権主張無しの出願）の積極的利用 
 

国内段階での早期審査・料金減額、PCT-PPHの利用 
 

国毎の移行時期の調整 
 

国際段階でのセーフガード（優先権回復、引用補充等） 
 

簡便な出願、翻訳の先送り、誤訳訂正 
 

国際調査報告、見解書の活用 
 

ePCTの活用 
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 権利化する国が決まっていない 

例えば、最先端の研究分野で権利化国が決まっていない、事業のパートナーを
見つけてから権利化国を決めたい、生産拠点が決まっていない、マーケティン
グに時間がかかる、競合他社の動向が把握できていない、規格会議の結果次
第で決めたいなど、PCTではプラス1年半の余裕 

 

0 12 

国内出願 

外国への直接出願 

(月) 

パリルート 

(月) 

 

 PCT出願 

12 30 18 

国際公開 

国内出願 

国内段階移行 

PCTルート 0 

PCTで18ヶ月の余裕を獲得 
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0 12 

国内出願 外国への出願 

(月) 

パリルート 

(月) 

 

 PCT出願 

12 30 

ISR、見解書 

16 18 

国際公開 

国内出願 

国内段階移行 

PCTルート 0 

手数料: 

- 翻訳費用 

- 国内官庁への手数料 

- 代理人費用 

（料金減額制度あり） 

 PCTは本当に高いのか？ 
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パリルート 

PCTルート 

パリルート 

PCTルート 

非移行率（取下げ率） 

コスト 

 

出願費用 

代理人費用 

翻訳費用 

0 

 PCTは本当に高いのか？ 

PCTルート 

パリルート 

無駄な出願費用、
翻訳費用等の削減 

平均で考えるとPCTルートの方が費用を抑えられる場合が多い 
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 複数国で権利化の傾向＝コストメリット大 

パリルート 

PCTルート 

非移行率（取下げ率） 

コスト 

0 

権利化国数や翻訳言語数が増加すると・・・ 
 

     PCT利用のコストメリットが増大 

PCTルート パリルート 

権利化国数が増加するとPCT利用によるコストメリット大 

 

US 

JP 

EP 
CN 

+ ASEAN? 
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 方式的な処理の一本化 

PCTでは請求の範囲や出願人名義など、各国に同じ状態で移行できる 

 

 PCTルートでは、国際段階で名義変更、補正を行っておくことにより、

同じ状態で各国に移行可能であり、名義変更や補正にかかる手数料
は不要 

 

 一方、パリルートでは、各官庁に対して手続きを行う必要があり 

管理負担が大きく、手数料が必要な場合も多い 
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 ダイレクトPCT出願（優先権主張無しの出願） 

（国際出願日＝優先日なので） 早期にISR及び見解書を入手可能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ISRの内容を考慮した上で、出願取下げによるノウハウ化の検討や 

そのPCT出願を優先基礎とするPCT出願を行うことが可能 

 発明者への早期フィードバックが可能、ISRへの対応策検討も容易 

 国際公開前の早期国内段階移行も可能 

 肯定的な見解が得られた場合、早期国内段階移行+PCT-PPHにより、 

国際公開前の権利化も可能 

 

 

 

(月) 

 PCT出願 

12 30 ～16 18 

国際公開 国内出願 

国内段階移行期限 

0 

(月) 12 30 18 

国際公開 

0 

ISR及び見解書 

ISR及び見解書 

早期国内段階移行 

PCT出願を優先基礎 

とするPCT出願 

 PCT出願 

ダイレクト 

PCT出願 
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JP US 

特許査定率(%) 82.1  

(69.3)  

84 

(68) 

一次審査段階での
特許査定率(%) 

16 

(9.5) 

20 

(14) 

PPH請求から一次
審査までの平均期
間(月) 

4.6 

(9.6) 

7.5 

( - ) 

PPH請求から最終

処分までの平均期
間(月) 

9.6 

(18.8) 

17.4 

( - ) 

平均オフィスアク
ション回数 

1.1 

(1.1) 

2.9 

(3.1) 

特許庁： http://www.jpo.go.jp/ppph-portal/statistics.htm 

2016年8月掲載PCT-PPH統計データ 

 ( ) 内は全出願のデータ (PPH案件を含む) 

PPH参加国 

PCT-PPH 
 PCT国際段階で肯定的な見解（見解書、特許性に関する国際予備報告第I
章又は第II章）を得た場合、参加国の国内段階で早期審査を受けることが
可能 

 詳細: http://www.wipo.int/pct/en/filing/pct_pph.html 
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 優先権の主張を伴ったPCT出願において、国際出願日が優先期間（12ヶ月）の
満了の日の後であるが、当該満了の日から2ヶ月以内であり、受理官庁（又は
指定官庁）が採用する基準を満足すれば、優先権を回復する（参考：PCT出願
人の手引 国際段階の概要5.062-5.069、国内段階の概要6.004-6.011参照） 

 

 回復のための基準（各官庁が選択（又は両方）採用）： 
  優先期間の徒過が、 

 状況により必要とされる相当な注意を払ったにもかかわらず生じた場合 

 故意ではない場合 
 
 

(月) 

 PCT出願 

12 30 〜14 18 

国際公開 国内出願 

国内段階移行 

0 

受理官庁による回復 

(規則26の2.3) 

指定官庁による回復 

(規則49の3.2) 

受理官庁による回復の効果 

(規則49の3.1) 

 セーフガード（優先権回復） 

万が一、優先期間（12ヶ月）を過ぎてしまった場合の救済措置 

（詳細：受理官庁ガイドライン 166A-P http://www.wipo.int/pct/en/texts/pdf/ro.pdf) 

テキスト46－48ページ参照 
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 主な官庁の優先権の回復のための基準と手数料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 RO/JP、DO/JPともに、2015年4月1日以降の国際出願が対象 

 全締約国の情報：http://www.wipo.int/pct/en/texts/restoration.html 

 現在、いくつかの官庁が適用を留保： 
http://www.wipo.int/pct/en/texts/reservations/res_incomp.html 

 

 

受理官庁(RO) 指定官庁(DO) 手数料 

日本(JP) 相当な注意 相当な注意 無料 

米国(US) 故意ではない 故意ではない USD 1,700 

欧州(EP) 相当な注意 相当な注意 EUR 640 

中国(CN) 
相当な注意 

故意ではない 
－ CNY 1,000 

韓国(KR) － － － 

国際事務局(IB) 
相当な注意 

故意ではない 
－ 無料 

 セーフガード（優先権回復） 
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 セーフガード（引用補充） 
引用による補充 

 優先権主張の基礎出願に含まれている要素又は部分が誤って欠落している 

場合には、国際出願日に影響を与えることなく補充可能 

 要素＝明細書の全部、請求の範囲の全部 

 部分＝明細書の一部、請求の範囲の一部、図面頁の一部又は全部 

 要件:  

 基礎出願が要素又は部分を包含（規則20.6(b)） 

 願書に引用による補充（可能性）の陳述を記載 （規則4.18） 

 引用による補充の確認を期限内（出願から2ヶ月又は訂正の求めから2ヶ月）に 

行う（規則20.6及び20.7） 

 受理官庁に提出すべき書類 (規則20.6) 

 確認する書面の通知 

 欠落要素（部分）の用紙 

 優先権書類が未だ提出されていない場合には、提出された先の出願の写し 

 国際出願がされた言語ではない場合には、先の出願の翻訳文 

 優先権書類（及び、翻訳文）のどこに当該部分が記載されているかに関する表示 

* 国内法令に適合しないことの宣言（留保）が複数の受理官庁及び指定官庁によってされている：
http://www.wipo.int/pct/en/texts/reservations/res_incomp.html 

テキスト51－53ページ参照 
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 翻訳、誤訳訂正 
 

日本語出願の場合、他国で権利化する際に翻訳が必要 

 

 PCTでは国内移行時までに翻訳文を用意すればよいので時間的な 

余裕あり 

  

PCTでは国際出願に基づき誤訳訂正が可能 

 

 国内段階移行後はPCT国際出願に基づき誤訳訂正が可能であり、 

翻訳が困難な言語（中国語等）において誤訳訂正は特に有用 

 

 一方、パリルートでは、各国出願後に補正は可能だが、当該国へ 

出願した（翻訳後の）明細書の範囲内 
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第3部 実務アドバイス 
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英語版   ：http://www.wipo.int/pct/en/newslett/ 

日本語抄訳：http://www.wipo.int/pct/ja/newslett/ 

PCT Newsletter 

PCTに関する最新動向や実務アドバイス等を毎月紹介（夏は合併号） 

WIPOウェブサイトで過去の実務アドバイスをテキスト検索可能（英語版のみ） 

英語版 日本語抄訳 
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規則92の2に基づく請求をする際のベストプラクティス 
（PCT Newsletter 2016年1月号より） 

3ヶ月前に国際出願を提出した代理人です。当該出願の出願人は、最近引っ越
しました。公開されるPCT出願の書誌情報に新しい住所を記載するためのベス
トプラクティスを教えてください。 

 

 住所変更は、PCT規則92の2に基づく請求により通知し、優先日から30ヶ
月の期間の満了前にIBが受理する必要あり 

 国際公開に間に合わせたい場合は、公開の技術的準備が完了（公開日の
15日前）する前日の真夜中までにIBが受理する必要あり 

 IBへ直接提出することを推奨 

 ePCTによる手続きを推奨 

 Eメールでの請求は受理しない 

 PCT出願人の手引  国際段階の概要のパラグラフ11.018から11.022参照 
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規則 92の2に基づく変更（名義変更等）をしたい 
（よくあるお問い合わせ） 

いつ? 優先日から30ヶ月以内 

 国際公開に間に合わせたい場合、国際公開の技術的準備が完了する前に国際事務
局に到達している必要有り 

どこに? 国際事務局 （受理官庁経由でも可能だが、国際事務局への送付期間
を考慮する必要有り） 

 ePCTを推奨 

どのように?  

 カバーレター（英文）と、請求の内容を記載した書簡を提出（カバーレターは、ePCTで
は自動的に作成される） 

 書簡に決まった様式はない （日本国特許庁のホームページで公開されている様式を
参考に作成した書簡を添付し提出することも可能） 

 少なくともカバーレター又は書簡に権限のある者による署名が必要 

(月) 

 PCT出願 

12 30 18 

国際公開 国内出願 

国内段階移行 

0 

！ 

テキスト59－61ページ参照 
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複数のPCT出願について規則 92の2に基づく変更をしたい 
（よくあるお問い合わせ） 

どのように?  

 国際事務局に対して、複数の国際出願に係る規則92の2に基づく変更
の記録要請（Multiple Rule 92bis requests）を行う 

 ePCTを推奨。ePCTパブリックサービスでは、変更予定の案件のうちど
れか一つを特定し、ドキュメントアップロードにて “複数の国際出願に係る規
則92の2に基づく変更の記録要請” を選択し、当該変更に必要な書類と案
件番号のリストをアップロードする 

 ただし、案件の状況によっては利用できない場合もあり、事前に案件の担当
者（第5部に掲載の「WIPOへのお問い合わせ（1）」を参照）に連絡すること
を推奨 

(月) 

 PCT出願 

12 30 18 

国際公開 国内出願 

国内段階移行 

0 
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新しい代理人の記録の要請をその代理人自身が行う 
（PCT Newsletter 2014年9月号より） 

国際事務局(IB)にPCT規則92の2に基づき代理人の変更を記録するための要
請を送付した。しかしIBから委任状がないと手続きできないと通知があった。IB

は委任状提出要件を放棄していたはずだが、なぜ委任状が必要なのか？ 

 

 各官庁は規則90.4(d)に従い、別個の委任状を提出する要件を放棄できる 

 IBは委任状提出要件を放棄しているが、「代理人若しくは共通の代表者で

あって出願時の願書に記載されていなかった者を選任した時、又は、その
者が書類を提出した時」には例外的に委任状が要求される旨規定（出願人
の手引 IB付属書B） 

 つまりIBでは出願時の願書に記載されていない者による手続きには委任
状が必要 

 各官庁の情報は、PCT出願人の手引 附属書C、又は下記リンク先を参照 

http://www.wipo.int/pct/en/texts/waivers.html 
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(月) 

 PCT出願 

12 30 

ISR及びWOSA 

～16 18 

国際公開 国内出願 

国内段階移行 

0 

いつ? 優先日から18ヶ月 （経過後できるだけ早く） 

 原則、毎週木曜日に公開（公開日の約1ヶ月前には公開予定日が確定） 

 正確な公開日は、個別案件の担当（第5部に掲載の「WIPOへのお問い合
わせ（1）」を参照）に確認 

 公開日は未公開情報なので、原則電話での回答はしていない。電話での
問い合わせの場合は、願書に記載のファックス番号（または願書でE-

mailによる通知を許可していればそのアドレス）へ公開日を通知する。 

国際公開を回避するには?  

 公開の技術的準備が完了する前（公開日の15日前）までに取下げ通知が
国際事務局に到達している必要あり（様式PCT/IB/372の利用を推奨） 

 全出願人の署名が必要（代理人が行う場合は、全出願人からの委任状が
必要） 

 

 

！ 

テキスト113-118ページ参照 

国際公開日はいつ？公開を回避する方法は？ 
（よくあるお問い合わせ） 
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19条補正はどこに提出するのか？ 
（よくあるお問い合わせ） 

どこに? IBに直接提出 

 ePCTを推奨 

いつ? ISRの送付から2ヶ月又は優先日から16月の遅い方まで 

 ただし、当該補正が国際公開の技術的準備が完了する前にIBに到達した場
合には、前記期間の末日にIBが受理したものとみなす 

 IBは期限内に受理したかどうかPCT/IB/346で出願人に通知する 

(月) 

 PCT出願 

12 30 

ISR及び見解書 

〜16 18 

国際公開 国内出願 

国内段階移行 

0 

IBからのお願い 

• 19条補正をIBに提出する際は、請求の範囲のテキストをコピー・アンド・ペース
ト可能なPDFファイルで作成していただき、ePCT経由で提出頂ければ、その後
のIBでの処理が非常にスムーズになります 

• また、ePCTをご利用いただければ、FAXでの提出と違い、IBに届いているかど
うか、画面上で即座に確認できます 
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発明の名称や要約の翻訳文を修正したい場合は？ 
（よくあるお問い合わせ） 

(月) 

 PCT出願 

12 30 

ISR及び見解書 

〜16 18 

国際公開 国内出願 

国内段階移行 

0 

どのように?  

 日本語で国際出願した場合、発明の名称や要約は日本語及び英語の双
方で国際公開されるが、その際の翻訳文は国際事務局（IB）の責任に
おいて作成される（規則48.3(c)） 

 作成された翻訳文が誤っている（適切でない）と考える場合、より適
切と考える翻訳文を書簡形式でIBに提出することは可能（事前の受付
はしていない） 

 IBにおいて書簡の内容が妥当と判断された場合には、訂正された国際
公開公報が発行される 
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第4部 ePCT 
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出願人 

（代理人） 

RO 

ISA/ 

IPEA 

出願人 

（代理人） 

RO 

ISA/IPEA 

ePCT 

IB 

ウェブ上で出願人・RO・IB・ISA・IPEA間のPCT手続きを行う為のサービス 

ユーザーインターフェイスはすべてのPCT公開言語で利用可能 

2016年10月現在、IB及び一部の官庁に対する手続きのみ実施可能 

IB 

従来の手続き 

（手続によって窓口が異なる） 
ePCT による手続き 

（窓口をePCTに一本化） 

ePCTとは？ テキスト181－204ページ参照 
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ePCTの活用例 

名義変更や住所変更届けを提出 （ドキュメントアップロード、アクション機能の利用） 

 ウェブ上からの提出なので、通信費がかからず経済的 

 FAXと違い、国際事務局で受領したことが即座に分かるので安心 

 提出後にその手続状況を確認している 

 

先行技術文献の情報を提供（第三者情報提供制度の利用） 

 競合他社の出願に関する有力な先行技術を知っていたので提供した 

 

PCT出願の管理に利用（ePCTプライベートサービスの利用） 

 国際事務局からの通知を即座に確認でき便利 

 期限が近付いた際にメール通知があり期間管理に役立つ 

 代理人だけでなく出願人も確認できる 

 ePCTメッセージで国際事務局の担当者に問い合わせ（公開日など）している 

 

RO/IB出願で利用（ePCT出願機能の利用） 

 優先権の回復を希望する案件で利用した 
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ePCTが提供するサービスは、「パブリックサービス」と「プライベートサービス」に
分けられ、それぞれログイン方法や利用できる機能が異なる 

 

 

出願人 

ePCT 

パブリックサービス 

- 中間書類の提出 

 （ドキュメントアップロード） 
 - 第三者情報提供        

プライベートサービス 

 - ePCT出願 

 - 中間書類の提出 

 （オンラインアクション機能） 
 - PCT国際出願の各種情報の閲覧  

セキュリ
ティ認証 

 

WIPOアカウントでログイン 

WIPOアカウントと 

電子証明書でログイン 

eOwnership※の設定も必要 

ePCTの機能 ： パブリック/プライベートサービス 

※ePCTにおいて、PCT出願にアクセスし管理する権利 

 詳細はテキスト188－192ページ参照 
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機能名 パブリック プライベート 

PCT中間書
類の提出 

ドキュメントアップロード ○ ○ 

オンラインアクション × 
（一部のみ○） 

○ 

ePCT出願 (ePCT-Filing) × ○ 

PCT国際出願情報の閲覧 × ○ 

タイムラインの表示 × ○ 

電子メールによる通知 × ○ 

手続き履歴の参照 ○ ○ 

ワークベンチによる管理 × ○ 

eOwnershipによるアクセス権の管理 × ○ 

ePCTメッセージの送信 ○ ○ 

第三者情報提供 ○ × 

ePCTの機能 ：パブリック/プライベートサービス 
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ePCTの機能 ： 中間書類の提出 

以下の2つの提出方法により、国際事務局（IB)に対して中間書類を提出可能 

 ドキュメントアップロード  ［パブリック/プライベートサービス］ 

- PDF形式の中間書類をePCT経由で提出 

 オンラインアクション ［プライベートサービス （一部のみパブリック）］ 

- 中間書類をePCT上で作成し提出 

 

ePCT 

国際事務局 
出願人 

提出 

中間 

書類
（PDF) 

書類の作成 

（ePCT上で実施） 

ドキュメント 

アップロード 

オンライン 

アクション 
提出 

書類の
作成 

中間 

書類
（PDF) 
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PCT国際出願に関する手続き書類（PDF形式のファイル）を、ePCT上から国際
事務局（IB）に提出することができる 

電子メールによる提出は不可 

PDFファイルが原本として扱われ、作成した書類の郵送は不要 

 

［利用するメリット］ 

 文書を国際事務局に瞬時に提出可能 

 文書が正しく送付されたことを、提出直後に確認可能 

 文書の送付履歴やその後の手続情報を、リアルタイムで確認可能 

 カバーレターがePCT上で自動的に作成される 

 （別途カバーレターを作成する必要が無い） 

ePCTの機能 ： ドキュメントアップロード［パブリック/プライベートサービス］ 
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ePCTの機能 ： ePCT出願 （ePCT-Filing） ［プライベートサービス］ 

ePCT出願のメリット 

 ソフトウェアのインストール・アップデートが不要 

 PCT-SAFEよりも高度な願書作成機能 

 eOwnership（PCT国際出願へのアクセス権）の設定不要 

 MS-Word による明細書（Docx形式）のXML出願に対応 

2016年10月時点で出願可能な受理官庁は一部のみ（RO/JPは未対応） 

 

 

 ePCT 

出願人 

願書の作成 

RO 

願書 

明細書 

（PDF/XML/

Docx) 

明細書の添付 

提出 

記載内容
のチェック 
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ePCT上から（PATENTSCOPEにリンクあり） 、国際公開済みのPCT国際出願
に対して、新規性や進歩性に関する第三者による情報提供を行うことができる 

 

 国際公開以降、優先日から28ヶ月までの間に提出可能（無料） 

 各提供者は、各国際出願につき 1 回のみ情報提供が可能 

 情報提供は国際公開言語のいずれかで行うが、先行技術文献の写しについ
てはいかなる言語でも提出可能 

 匿名での情報提供も可能 

 提供された情報は、IBから出願人や関係国際機関（ISA等）に送付され、
PATENTSCOPEで閲覧可能（先行技術文献の写しは除く）となる 

 出願人は優先日から30ヶ月まで情報提供に対するコメントを提出可能 

 優先日から30ヶ月の期間の満了後、提供された情報や出願人からのコメント
は国内官庁に送付される（考慮するか否かは官庁次第） 

 

第三者情報提供のためのユーザーガイド： 

  http://www.wipo.int/export/sites/www/pct/ja/epct/pdf/epct_observations.pdf 

 

ePCTの機能 ： 第三者情報提供 ［パブリックサービス］ 
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WIPOアカウントの取得 

電子証明書の取得・登録 

各種マニュアル・
よくあるご質問・
最新情報など 

ePCTポータル（日本語版）
https://pct.wipo.int/LoginForms/ja/epct.jsp 

デモモードで試す 

ePCTポータル 

言語の切り替え 
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1. ePCT ポータルで「ePCTパブリックサービス」にログイン 

 

 

 

 

 

ePCTの機能 ： ドキュメントアップロード(1/6) 参考 

①「ePCTパブリックサービ
スへ」をクリック 

②WIPOアカウントを入力 

③「ログイン」をクリック 
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2. 国際出願を指定 

 

 

 

 

 

ePCTの機能 ： ドキュメントアップロード(2/6) 参考 

④「国際出願検索」をクリック 

⑤国際出願番号と国際出願日
を入力し「検索」をクリック 

⑥入力値が正しければ該当する 

 国際出願の情報が表示される 
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3. 書類のアップロード（１） 

 

 

 

 

 

ePCTの機能 ： ドキュメントアップロード(3/6) 参考 

⑦「ドキュメントアップロード」をクリック 

⑧提出する書類の種類を選択し、「書
類（PDF）を追加」からあらかじめ作成
しておいたPDF形式の書類を選択 

※PDFファイルの形式について 

以下の中間書類をePCTで提出する場合は、

記載された文字情報がコピー＆ペーストでき
る形式でご提出ください。 

 

 - 19条補正：補正書および説明書 

 - 規則92の2に基づく変更の記録要請 

 



54 

4. 書類のアップロード（２） 

 

 

 

 

 

ePCTの機能 ： ドキュメントアップロード(4/6) 参考 

⑨正しいファイルが選択され
たことを確認 

⑩カバーレターに記載する連絡事
項（任意）と、署名（必須）※を記入
し、「アップロード」をクリック 

（※プレビューをクリックするとカ
バーレターを事前に確認できる） 

※特許業務法人として手続きを行う際の記載例 （個人名のみ・事務所名のみは不可） 

署名欄  連絡事項欄 備考 

記載例 /TOKKYO Taro/ TOKKYO Taro is a patent 

attorney of Sample Patent 

Office 

連絡事項欄が左記に相当す
る文言であれば可 

（日本語でも可） 
/TOKKYO Taro, Sample 

Patent Office/ 
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5. 提出した書類の確認 

 

 

 

 

 

ePCTの機能 ： ドキュメントアップロード(5/6) 参考 

⑪書類の確認 

（書類名をクリックす
ることで閲覧可能） 
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6. 自動作成されたカバーレター 

 

 

 

 

 

ePCTの機能 ： ドキュメントアップロード(6/6) 参考 
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PATENTSCOPEのページ上の「第三者情報を提供」というリンクから、ePCTパ
ブリックサービスへ移動 

 

PATENTSCOPE 画面イメージ 

ePCTへ移動 

ePCTの機能 ： 第三者情報提供 (1/3) 参考 
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情報入力画面 

ePCTの機能 ： 第三者情報提供 (2/3) 参考 
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情報入力画面(続き) 

匿名での情報提供を行う場合は、 

「出願人に対しておよびこの情報の公共の記録にお
いて匿名とすることを希望します。」 
にチェックを入れてください。 

（チェックを入れ忘れると情報提供者が公開されます
のでご注意ください。） 

ePCTの機能 ： 第三者情報提供 (3/3) 参考 
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ePCTのユーザーインターフェース（画面デザイン）の変更 

 

 

 

 

 

 

プライベートサービス利用時の、電子証明書以外の認証方法（ワンタ
イムパスワード等）の追加 

対応官庁の拡大  

 

ePCT：今後の予定 
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第5部 PCTの最新動向及び情報の取得 
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最新動向 

PCT 規則の改正 （2016年7月1日発効） 
 

 公開公報（規則48）又は公衆アクセス可能なファイル（規則94）からの
特定情報の省略 

 国際出願日が2016年7月1日以降の国際出願に適用 

 “当該情報が国際出願について公衆に周知する目的に明らかに資さな
いこと”、当該情報の公開又は公衆による利用により、いずれかの者
の個人的な又は経済的な利益が明らかに損なわれること”、及び“当該
情報を利用する優先的な公共の利益がないこと”という3つ全てを満た
す場合に適用可能 

 出願人による理由を示した請求（IBに対して）が必要 

 （PCT Newsletter 2016年7-8月号の実務アドバイス参照） 

 

 優先権回復請求に関して提出された書類の受理官庁（RO）による国際事
務局（IB）への送付義務付け（規則 26の2.3） 

 国際出願日が2016年7月1日以降の国際出願に適用 

 ROは、出願人から提出された書類のうち公開に適さないもの（上記
の“特定情報”）を除いてIBに送付する 

 出願人による理由を示した請求（ROに対して）、又はRO自身の決定
に基づいて判断  

 

 

テキスト167－170ページ参照 
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PCT 規則の改正 （2017年7月1日発効） 
 

 受理官庁による先の出願の調査／分類結果の国際調査機関への送付 

（規則 12の2、23の2及び41） 

 2017年7月1日以降の国際出願日を有する国際出願に適用 

 指定官庁による国内段階移行情報及び関連データの国際事務局への送付 

（規則 86及び95） 

 国内段階移行日、国内出願番号、国内公開番号及び公開日、特許付与
日、番号及び付与された特許の国内公開日 

 国内段階移行に必要な手続き（PCT第22及び39条）が2017年7月1日以
降に行われた国際出願に適用 

 補充国際調査請求の期限について、優先日から19ヶ月を優先日から22ヶ月
へ延長（規則45の2.1） 

 全ての通知が取下げられた2つの不適合規定の削除（規則4.10(d)、規則51

の2.1(f)） 

ヴィシェグラード特許機構（VPI）（ポーランド、ハンガリー、スロバキア、
チェコ共和国のIP官庁）のISA、SISA、IPEAとしての機能の開始（2016年7月
1日から） 

トルコ特許機関（TPI）を国際調査及び予備審査機関として任命（2016年10月
のPCT同盟総会で合意） 

最新動向 
テキスト171－172ページ参照 
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最新動向 

日本国特許庁（JPO）関係 
 

 調査手数料等を言語別の料金体系に変更（2016年4月） 

 英語出願に対する調査手数料、予備審査手数料等を設定 

 http://www.jpo.go.jp/tetuzuki/ryoukin/fy27_ryoukinkaitei.htm 
 

 電子的な中間書類の受付開始（2016年4月） 

 書誌事項の変更手続、料金納付手続、国際予備審査請求書など 

 http://www.jpo.go.jp/seido/s_tokkyo/160401_online_kakudai.htm 
 

 シンガポール知的所有権庁（IPOS）を管轄国際調査及び予備審査機関
として選択可能（2016年4月） 

 RO/JP出願（英語出願のみ）において、国際調査機関としてJPO、
EPOに加え、IPOSを選択可能 

 https://www.jpo.go.jp/torikumi/hiroba/ipos.htm 
 

 DASアクセスコードの入手方法の一部変更（2016年3月20日） 

 オンライン出願し、受領書をオンラインにより受信した場合、当該
受領書にアクセスコードが併記されるように 
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最新動向 

日本国特許庁（JPO）関係  
 

 インターネット出願ソフトによる英語出願の受入開始 （2016年10月2日
から） 

 これまで日本国特許庁のインターネット出願ソフト（JPO-PAS）で
は日本語のみ出願可能だったが、英語出願も可能に 
 

 PCT-SAFEによる国際出願の受入終了 （2016年12月31日） 

 RO/JPはPCT-SAFEを利用した国際出願の受入れを2016年12月31日
で終了する 

 http://www.jpo.go.jp/tetuzuki/t_tokkyo/shutsugan/pctapplicationsoft.h
tm 
 

 JPO-PASにePCTのeOwnership付与機能を追加 （2017年1月予定） 

 JPO-PASを利用して出願する際に（予めePCTプライベートサービ
ス機能で取得した）カスタマーIDとeOwnership codeを記入するこ
とで、ePCTプライベートサービスのeOwnershipが自動的に付与さ
れるように 
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PCT関連会合  

第23回PCT-MIA: 国際調査及び予備審査に関連する事項について議論す
る国際（調査・予備審査）機関による会合 
 

 会期: 2016年1月20日～1月22日（＠チリ） 
 http://www.wipo.int/meetings/en/details.jsp?meeting_id=38445 

 

第9回PCT作業部会: PCTに関する時事問題の議論及びPCT制度の実行
可能な改善を提案するための全てのPCT締約国による会合 
 

 会期: 2016年5月17日～5月20日（＠ジュネーブ） 
 http://www.wipo.int/meetings/en/details.jsp?meeting_id=39464 

 

第48回PCT同盟総会: PCTに関する事項の主議決機関 
 

 会期: 2016年10月3日から10月11日（＠ジュネーブ） 
 http://www.wipo.int/meetings/en/details.jsp?meeting_id=39951 
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（参考）第9回PCT作業部会で議論された他の事項 

継続審議事項 

 ePCTを利用した国内段階移行 

 カラー図面の導入 

 要約及びフロントページの図面の語数 

 公開された国際出願の表紙にISAが付与したCPC等の内部分類を記載 

 同日の優先権主張 

 「誤って」提出された要素等の補正 

 途上国の大学等への手数料減額 

 手数料減額が適用されないはずの出願人からの手数料減額要請への
対応 

 審査官の研修 
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10言語対応 

PCTホームページ：http://www.wipo.int/pct/ja 

PCTビデオシリーズ（29の短編動画：英語） 

締約国情報 

ニュースレター 

次のスライド参照 
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WIPO国際事務局以外の者からの手数料請求書について 

http://www.wipo.int/pct/en/warning/pct_warning.html 

＜具体例＞ ＜ウェブサイト＞ 
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PCTトレーニングオプション 

PCTビデオシリーズ： 

http://www.wipo.int/pct/en/training/index.html 

 PCT制度の基礎知識から重要な点まで紹介する29の短編ビデオシ
リーズ（英語版） 

PCTディスタンスラーニングコース（通信講座）： 

 10の公開言語で利用可能 

 日本語版（約4時間）：
https://welc.wipo.int/acc/index.jsf?page=courseCatalog.xhtml&lang=j

p&cc=PCT_101J#plus_PCT_101J 

PCTウェビナー： 
http://www.wipo.int/pct/en/seminar/webinars/index.html 

 PCT手続きの最新動向を無料で提供 

 企業や法律事務所からの要請も受付中 

PCTセミナーテキスト：
http://www.wipo.int/pct/ja/seminar/basic_1/index.html 
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WIPOへのお問い合わせ（１） 
ジュネーブ本部 （一部日本語可） 

 個別案件について:  

 国際事務局から送付された通知書（PCT/IB/）に記載された担当官（又は部署） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 公開された国際出願に関しては次のHPで検索可能 

http://www.wipo.int/patentscope/search/ja/teamlookup.jsf 

 RO/JP出願については、下記の2部署が担当しています。 

国際出願番号の末尾: 00～49 国際出願番号の末尾: 50～99 

 PT07 (日本語可)    PT08 (日本語可) 

 Tel: +41 22 338 74 07   Tel: +41 22 338 74 08 

 Fax: +41 22 338 90 90   Fax: +41 22 338 70 10 

 E-mail: pt07.pct@wipo.int   E-mail: pt08.pct@wipo.int 

 RO/IB出願 （日本人スタッフ在籍） 

    Tel: +41 22 338 9222  Fax: +41 22 910 0610 E-mail: ro.ib@wipo.int 

！ 
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WIPOへのお問い合わせ （２） 

ジュネーブ本部 （一部日本語可） 

 ePCT、PCT-SAFE、優先権書類デジタルアクセスサービス（DAS）について:  

  Help Desk （日本人スタッフ在籍） PCT情報システムサービス部 

  Tel:+41 22 338 95 23  長谷部 旭陽 

  Fax:+41 22 338 80 40  Tel:+41 22 338 81 64 

  E-mail: epct@wipo.int  E-mail: asahi.hasebe@wipo.int 
 

 その他PCT制度全般について:  

  PCT Infoline （英語）  PCT法務部 

  Tel:+41 22 338 83 38  藤田 和英 

  Fax:+41 22 338 83 39  Tel:+41 22 338 99 16 

  E-mail: pct.infoline@wipo.int  E-mail: kazuhide.fujita@wipo.int 
 

日本事務所 （日本語可） 

 PCT制度一般について:                        

Tel: 03-5532-5030          野田 洋平 

Fax: 03-5532-5031           Tel: 03-5532-5023 

E-mail: japan.office@wipo.int                E-mail: yohei.noda@wipo.int       


